
事務事業評価シート（事後評価）
事業コード 事務事業名 所管部課

施策コード 施策名 施策目標

年度 （ ）

事業費(A)

国庫支出金・都支出金

地方債

その他 （ ）

一般財源

所要人員(B)

人件費(C)=平均給与×(B)

臨時職員等賃金(C')

総コスト(D)=(A)+(C)+(C')

単位当たりコスト

(E)=(D)/ （ ）

8-1-2 耐震化の促進 都市整備部　都市計画課

事
務
事
業
の
概
要

事務事業の目的 根拠法令等

　大規模地震等が発生した際の住宅・建築物倒壊による被害軽減及び住民の安全性確保を図るため、住宅・建築
物の耐震性の向上に資する事業を行う者に対して助成を行う。

事業内容・実施方法等／補助の概要：補助団体の概要（団体名・団体の活動内容・補助金の活用内容等）、補助金の概要（国・都
基準の有無・対象者拡大の有無・上乗せ補助額・市単独補助額）等　　※該当する予算事業名・節目を明記する

　耐震改修等の問題を抱える市民に図面を持参していただき、それに基づき指導・助言等を行う無料相談を、４年ぐらい前から月１回土曜日に実
施している。
　助成制度は、平成20年2月からスタートさせ、木造住宅の耐震診断・耐震改修に要した費用の一部を助成する。
　耐震診断助成は、診断に要した費用の１／２以内で上限６万円、耐震改修助成は改修に要した費用の１／3以内で上限30万円である。
　住宅・建築物耐震改修等事業費補助金（耐震診断の国庫補助)、地域住宅交付金（耐震改修の国庫補助）の対象である。
　予算事業名　8.5.2　耐震改修等事業費

平成16 実施形態

事
業
費
デ
ー
タ

項　　目 単位 18年度

財
源
内
訳

人

50

19年度 20年度 21年度

千円

50 4,763 9,012 10,675

2,399 2,550

3,266 3,266

4,763 6,613 8,125

0.400.05 0.07 0.40

12,278

千円 408 579

千円

13,941

利用人数 千円 10 254 332 #DIV/0!

千円 458 5,342

評
価
指
標
の
設
定

活動等指標 単位 18年度

②無料相談件数 実績値 件 48

成果指標 単位

19年度 20年度 21年度

①助成金の申請件数 実績値 件 21 37

50 40

《指標の説明・数値変化の理由　など》
　平成18年度：無料相談48件
  平成19年度：耐震診断5件、耐震改修16件、無料相談  50件
　平成20年度：耐震診断23件、耐震改修14件、無料相談　40件

18年度 19年度 20年度 21年度

一
次

目標値

実績値 人

60 90 100 125

48 71 77

二
次

目標値

実績値

特になし

市民の生命や財産を守るため、防災基盤の整備を計画的に進め、災害に強い安
全・安心なまちづくりをめざします。

《指標の説明・数値変化の理由　など》
　無料相談件数は、平成19年度に比べ平成20年度の方が減少しているが、窓口・電話等での相談件数は増えている。

事
業
環
境
等

代替・類似サービスの有無

安2-1 災害に強いまちづくり

　市民の耐震関係の関心が強く、耐震診断・耐震改修助成制度の内容や診断機関・工
事業者等について、毎日５回以上の問合せがある。

都内26市のサービス水準との比較
（平均値、本市の順位など）

　木造住宅を対象とする耐震化対策としては50％以上の市で、同様の内容の
助成事業を行っている。事業費は平均的である。

市民・関連団体等の意見
（アンケート結果など）

事業開始時期

利用人数

法律

条例・規則

要綱・要領

政令・省令

  上

  中

  下

  有

  無

直営 委託 補助 その他



事業コード 事務事業名 所管部課

施策コード 施策名 施策目標

【一次評価】

Ｃ

【二次評価】

Ｃ

【行革本部評価】

一次評価
○検証項目、評価の判断理由
○事業実施上の課題や今後改善すべき点等

ランク

3

　東京都耐震改修促進計画（平成19年3月)が策
定され、首都直下地震が想定され、住宅の耐震化
が求められている。西東京市耐震改修促進計画
でも平成27年度までに都の計画と整合をとり耐震
化率を93％とすることを目標とし、市が主体的に安
全なまちづくりを進める観点から、耐震診断・改修
に関する助成を行うことで、市民居住の安全性を
高める本事業の優先度及び必要性が高い。
　本事業の対象者は、昭和56年５月31日以前に建
築された自己所有の居住用木造住宅に限定され
ている。
　また本助成制度に関する市民からの問合せは多
く、市民ニーズは高いと考える。
　今後の課題として平成20年2月に木造住宅の耐
震診断と耐震改修の助成制度を開始したところで
あり、今後共同住宅・マンションの耐震化対策も視
野に入れる必要があるが、現状では他市で実施し
ているところが少ないため、まずは情報収集と調査
研究を行っていく必要がある。
　また、住宅の耐震化について関係機関等と連携
をとり、市の広報やホームページ等で啓発活動を
行っていく必要がある。

2

3

ランク 二次評価

事業内容等
の適切さ

Ａ

事業の優先
度（緊急性）

事業の
必要性

事業主体
の妥当性

市民ニーズ
の把握

検証項目

受益者負担
の適切さ

○検証項目、評価の判断理由
○事業実施上の課題や今後改善すべき点等

　平成16年度から実施されてきた耐震相談に
加え、耐震診断・耐震改修の助成制度が平成
19年度から実施されており、安全なまちづくり
を進めるために一歩前進したと言える。耐震
に関する市民の関心は高いと思われるが、耐
震改修に結びつくまでには改修費用等の課
題もあると考えられる。
　市民への周知・啓発活動を一層進めるととも
に、助成方法等についても、他市の状況等も
勘案し検討する必要がある。

評価の判断理由及び事業実施上の課題や今後改善すべき点等

　安全なまちづくりを進めるうえで、住宅の耐震化を進めることは重要であり、木造住宅の耐震診断・改修に要す
る費用の助成を行う本事業は引き続き実施すべきと考える。
　今後は、より多くの人に活用されるよう、制度のＰＲを強化するとともに、他市の状況を把握したうえで、対象住
宅の拡大について調査研究されたい。

Ｂ

直接のサービ
スの相手方 1

事業内容等
の適切さ

2

安2-1 災害に強いまちづくり
市民の生命や財産を守るため、防災基盤の整備を計画的に進め、災害に強
い安全・安心なまちづくりをめざします。
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事業主体
の妥当性

事業の
必要性

事業の優先
度（緊急性）

2

2

検証項目

Ａ

Ｂ

2

3

3

1
直接のサービ
スの相手方

行革本部評価

受益者負担
の適切さ

2

市民ニーズ
の把握

2

2

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

休止

0

1

2

3

事業の優先
度（緊急性）

事業の
必要性

事業主体
の妥当性

直接のサービ
スの相手方

事業内容等
の適切さ

受益者負担
の適切さ

市民ニーズ
の把握

0

1

2

3

事業の優先
度（緊急性）

事業の
必要性

事業主体
の妥当性

直接のサービス
の相手方

事業内容等
の適切さ

受益者負担
の適切さ

市民ニーズ
の把握 継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

廃止

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

休止

廃止

休止

廃止

拡充

検証項目の見方
Ａ：事業実施の意義を検証する項目
Ｂ：事業の内容･実施方法を検証する項目
Ｃ：市民ニーズの反映度を検証する項目

検証項目の見方
Ａ：事業実施の意義を検証する項目
Ｂ：事業の内容･実施方法を検証する項目
Ｃ：市民ニーズの反映度を検証する項目


